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１. はじめに
－. 問題意識
平成年月､ 農林漁業者による加工・販売
への進出や地域の農林水産物の利用を総合的に
推進することにより､ 農林漁業の振興等を図る
ことを目的とした六次産業化・地産地消法１が
公布され､ 地域資源を活用した付加価値の高い
製品開発とそれによる地域活性化への関心や期
待が高まりつつある｡ 筆者はこれまで九州・福
岡の自治体と共同で地域資源を活用した製品開
発プロジェクトに複数携わり､ プロジェクトを
通じて生産者や地域住民の抱える課題を見聞き
する機会を得てきた｡ そこで幾度も耳にしたの
は､ ｢地域の産物を使って良い製品を作っても､
それを売る場所がない｡ 買ってくれる人がいな
い｡｣ という生産者たちの声である｡ 製品開発
とは､ 単に ｢何を作るか (	
)｣ だけで
なく､ ｢どこで (	)､ どう売るか (	､

)｣ という視点つまり製品化後の販
路の確保・拡大までも含めて戦略的に実施され
るべきであるというのが筆者の持論である｡ と
ころが､ 一村一品運動に代表される地域資
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＜要旨＞
本研究は､ 一村一品運動 ｢プロジェクト｣ によって大きな経済効果を上げているタイ
の事例を調査・分析し､ 我が国における地域資源を活用した製品開発と比較することで､ この
ような活動に対する政府や自治体による支援の在り方について考察を行うものである｡
研究の手法は､ タイのプロジェクトに関する文献調査およびプロジェクト関係
者へのヒアリング調査とし､ 調査内容の分析によって同プロジェクトの地域経済活性化要因お
よび課題の抽出を行う｡ 次に､ 同プロジェクトと日本の一村一品運動を比較し､ 我が国におけ
る地域資源を活用した製品開発の取り組みをより活性化させるために国や自治体に求められる
支援の在り方を提言する｡
＜キーワード＞
地域資源を活用した製品開発､ 一村一品運動､ プロジェクト
１ 農林水産庁 ｢地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する
法律｣ (六次産業化・地産地消法) について (
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源を活用した製品開発は､ 経済振興よりも地域
振興に主眼が置かれ､ 地域の自発的な活動がベー
スとなるため､ これまでその経済性が公に問わ
れることはほとんどなかった｡ その結果､ 特色
のない､ 似たような製品が地域の農水産物直売
所や道の駅等に並ぶだけという現状を生み出し
ている｡ 農林水産物流通のグローバル化の波が
押し迫る我が国において､ これまで以上に付加
価値の高い製品の開発と市場拡大は急務である｡
そのためには､ 地域住民や民間企業だけに任せ
るのではなく､ 政府や自治体によるより一層の
支援が必要なのではないか､ というのが本研究
における筆者の問題意識である｡
－. 本研究の目的
本研究の目的は､ 近年活発化している地域資
源を活用した製品開発に対する政府や自治体に
よる支援の在り方について､ 政府主導による一
村一品運動 ｢ (オートップ) プロジェク
ト｣ によって大きな経済効果を上げているタイ
の事例と比較しながら考察を行うことである｡
－. 調査対象と調査方法
本研究では､ 日本の一村一品運動を参考に独
自の進化を遂げてきたタイのプロジェ
クトの経済効果に着目した｡ プロジェ
クトの売上高は､ 年の制度開始時の２億
	
万バーツ (約７億	
万円) から､ ８年
後の年には億
万バーツ (約	億
	
万円) と急激に増加し､ 農村地域やコミュ
ニティに大きな影響を与えている２｡
調査方法は､ ①タイ政府および 法人
プロジェクト関係者へのヒアリング調
査､ ②製品生産現場の視察および生産
者へのヒアリング調査､ ③製品小売現
場への視察および店員・客へのヒアリング調査
とし､ 調査内容の分析によって同プロジェクト
の地域経済活性化要因および課題の抽出を行う｡
次に､ 同プロジェクトと日本の一村一品運動を
比較し､ 我が国における地域資源を活用した製
品開発の取り組みをより活性化させるために国
や自治体に求められる支援の在り方を提言する｡
２. 一村一品運動とプロジェクトの
概要
－. プロジェクトの概要
｢一村一品運動｣ とは元大分県知事の平松守
彦氏が昭和
年の知事就任直後に､ 大分県を活
性化する一つの道として､ それぞれの地域が地
域の誇りとなる産品をつくりあげていこう (平
松) と提唱した運動である｡ カボスやシイ
タケのような農産品やアジ､ サバ､ タイのよう
な水産品､ 焼酎のような加工品などを市町村ご
とに売り出し､ 全国的に有名なものにしようと
知事自らがＰＲの先頭に立って取り組んだ｡ そ
の結果､ 地域特産品の認知度向上・売上拡大・
住民のモチベーション向上などにおいて効果が
見られ､ 地域活性化戦略の一つとして国内外か
ら高く評価されるようになった｡
一方､ タイにおける一村一品運動である
プロジェクトは､ 藤岡 () による
と､ 年のアジア通貨危機による国内経済低
迷からの経済振興策として年よりタクシン
元首相が率いる愛国党政権によって導入された
ものである｡ は､ 
の頭文字を取ったものであり､
(タンボン) とは県､ 郡に次ぐ行政単
位である｡ タイ各地の特産品を政府の定めた手
順に従い登録を行うことで製品として
認定・登録され､ 登録された製品には
ロゴ (画像１) の使用が認められる｡ 製品は､
農作物加工品､ 農産物といった食品､ 飲料､ 絹・
綿織物､ 染物､ 石鹸､ ハーブ製品､ 木工製品､
観光業等幅広く存在し､ 登録品数は年時点
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２ ｢平成年度 『女性の潜在能力を活用した一村一品運動』 にかかる調査最終報告書｣ (独立行政法人中小企業基盤
整備機構国際化支援センター)
で８万を超えている３｡ さらに､ タイ政府は
製 品 の 品 質 向 上 を 促 す ｢ 
	
｣ という認定制度を設け､ 製品の
品質によって星３～５に格付をするブランド戦
略を図っている｡ 黒川 () によると､ 星１
は入門段階であり､ 星４､ ５は輸出可能レベル
とのことである｡ 公式ウェブサイトによると､
年時点で星５ () に認定されている
製品はアイテムである｡
また､ タイ政府は製品の紹介や生産
者へのアクセス方法などを掲載したウェブサイ
ト 
も開設し､ タイ語およ
び英語で広く国内外にに関する情報発
信を行っている｡
－. プロジェクトの比較
既述のように､ タイにおけるプロジェ
クトは､ もとは大分県の一村一品運動を模した
ものであるが､ その目的や運営方法は大分のそ
れとは幾つかの点で異なっている｡ 図表１はモ
ンコンノラキット・原田 () および
 他 () の研究を参照し､ 大分
発祥の一村一品運動とタイのプロジェ
クトの特徴をまとめたものである｡
＜目的＞
大分県の一村一品運動は､ ｢地域住民の自助
努力を喚起する地域おこしの手法 (足立!)｣､
または､ ｢地域振興に関する具体的なヒントを
インプットし､ それを互いに意識させながら､
当事者間に学び合いと励まし合いの関係を構築
し､ 当事者どうしが主体的に責任を持って自ら
の地域振興を進めていくように仕向ける地域開
発マネジメント手法 (松井!)｣ と言われて
いる｡ 具体的には､ 地域が誇る特産品を製品と
して作り上げていく過程を通じて､ 地域のアイ
デンティティに誇りを持ち､ 仲間との信頼関係
や ｢生きがい｣ を見出していくことが一番の意
義であると認識されている｡ もちろん､ 一村一
品運動の成功例として広く知られている大分県
旧大山町 (現在は大分県日田市大山町) のよう
に住民の平均所得が大きく上昇した例もあるが､
一村一品運動に取り組む全ての地域で所得が向
上しているわけではなく､ またそれが第一の目
的でもないとされている｡
一方､ タイのプロジェクトの場合は､
導入のきっかけがアジア通貨危機による国内経
済低迷からの脱却だったこともあり､ 経済振興
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画像１：ロゴ
出所：タイウェブサイト
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３ ｢平成年度 『女性の潜在能力を活用した一村一品運動』 にかかる調査最終報告書｣ (独立行政法人中小企業基盤
整備機構国際化支援センター)
画像２：	
	
出所：タイウェブサイト
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($年月７日アクセス)
が一番の目的として考えられてきた｡
＜運営主体・協力体制・技術支援＞
運営主体については､ 大分の一村一品運動は
地域住民や地域コミュニティ､ 生産者団体､ 地
方自治体が中心のボトムアップ式であるのに対
し､ タイのプロジェクトは政府主導の
トップダウン式である｡ タイ政府はプ
ロジェクト推進のため､ 政府内に国家
運営委員会 (	


	) を設置し､ 中央政府からタイ全
土へその理念や目標が周知される仕組みを構築
している｡ 図表２はプロジェクトの運
営体制をまとめたものである｡ 地方自治体や大
学も巻き込み､ 製品そのものを作る支援だけで
なく､ 品質管理やマネジメント､ ラベルやパッ
ケージ､ マーケティング戦略にまで多岐に渡っ
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図表２：プロジェクト運営体制
議長／事務局
中央
国家運営委員会 商務大臣／首相府
調整委員会 (首相府)

小委員会
管理小委員会 商務大臣／中小企業推進局
生産促進小委員会 農業組合省 (農業組合局・農業普及局)
マーケティング推進小委員会 商務省 (輸出振興局)
製品基準小委員会 工業省 (工業振興局)
地域小委員会 内務省 (コミュニティ開発局)
県 県小委員会 県知事／コミュニティ開発局県事務局長
郡 郡小委員会 郡長／コミュニティ開発局郡事務局長
タンボン ､ 公聴会
村 公聴会
出所：藤岡 ()
図表１：一村一品運動とプロジェクトの比較
一村一品運動 プロジェクト
目的 地域振興 地方経済振興
運営主体
地方自治体､ または地域・住民
主体によるボトムアップ運営
政 府 ( 	


	) 主
体によるトップダウン運営
協力体制 農協・漁協等､ 中央省庁 中央省庁､ 地方自治体､ 大学
技術支援
製品開発 製品開発 (品質管理､ マネジメ
ント､ ラベル､ パッケージ､ マー
ケティングに関するトレーニン
グを含む)
登録制度 なし あり(登録製品はロゴマーク使用可)
ターゲット市場 国内 国内､ 国外
マーケティング
(販売促進)
トップセールス､ 展示会､ コン
テスト
	､ 	

の認定制度による品質保証､ ウェ
ブ・マーケティング､ 輸出促進
モンコンノラキット・原田 ()､ 	他 () を参照し､ 筆者作成
たサポートを提供している点が特徴的である｡
＜登録制度＞
プロジェクトには､ 政府が定めた登
録制度があり､ 登録されるとロゴマークの使用
が許可される｡ また､ 製品の登録件数
の目標を定め､ 毎年成果を公表することで国民
の積極的な参加を促している｡
＜ターゲット市場・マーケティング (販売促進)＞
大分県の一村一品製品の主な販路は､ 県下の
｢道の駅｣ や地元百貨店での販売や､ インター
ネット販売である｡ また､ 県知事がトップセー
ルスとしてマスコミ等で紹介したり､ 県内外で
展示即売会等のイベントを開催することもある｡
それに対してプロジェクトの製品は､
年の数字で､ 国内	ヶ所のトレードセ
ンター､ 
	店舗のガソリンスタンド､ 店
舗のデパート､ 
	
ヶ所のコミュニティ・プ
ロダクト・センター､ 	
店舗のコミュニティ・
ゼネラル・ストア､ 	
店舗のゼネラル・ス
トア､ 	ヶ所の観光地・ホテル・高速道路
のレストランの合計	ヶ所で販売されてい
る (モンコンノラキット・原田)｡
さらにタイ政府は､ 製品の海外市場
開拓にも力を入れており､ 海外バイヤー向けの
展示会を開催したり､ 首都バンコクにあるスワ
ンナプーム国際空港と北部最大都市チェンマイ
にあるチェンマイ空港にショップを常
設し､ 外国からの訪問者に対する製品
の紹介にも力を入れている｡
３. タイ現地調査
－. 調査目的
先行研究より日泰におけるプロジェクトの目
的や運営方法における方向性の違いが明らかに
なった｡ これらを踏まえ､ 本研究における現地
調査の目的を以下の３点を明らかにすることと
設定した｡
①タイにおける製品の認知・浸透度
とその要因
②付加価値の高い製品開発を実現する仕組み
③製品の販売・輸出促進のための取
組み
－. 調査概要

年９月２日から９月７日までの６日間､
タイ (チェンマイ､ バンコク) を訪れ､ ①タイ
国政府商務省国政貿易振興局 (
	
 	!"#$) チェ
ンマイ事務所､ ②チェンマイ県ハンドン郡タワー
イ村､ ③チェンマイ市内のショップ､
④チェンマイ空港内ショップ､ ⑤%
法人&'((バンコク)､ ⑥タ
イ国政府商務省貿易振興局バンコク事務所､ ⑦
チェンマイ・バンコク市内百貨店・スーパーマー
ケット・コンビニエンスストア､ ⑧
$)､
⑨タイ王室による生活向上プロジェクトの店舗､
⑩スワンナプーム国際空港内ショップ
およびタイ王室による生活向上プロジェクトの
店舗を訪問し､ 現場視察とそれぞれ担当者への
ヒアリング調査を行った｡
－. 調査結果
現地での調査の結果､ 上述の調査目的３点に
対し､ 以下のような結果を得ることができた｡
①タイにおける製品の認知・浸透度
とその要因
はじめに､ タイにおける製品に対する
認知・浸透の度合いを知るために､ バンコク市
内・チェンマイ市内のスーパーマーケットやコ
ンビニエンスストア数店舗を訪問した｡ 店頭で
は菓子類や加工品などのロゴマークを付
けた製品が通常製品と同じように陳列されてい
ることが確認された｡ 画像３の菓子は通常の
ロゴを使用しており､ 画像４の魚肉の加
工品は星マークが５つ付いたロゴ (*
+ロゴ) が使用されている｡ *+ロゴが付
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いていることで､ 政府によるお墨付きであるこ
とが分かり､ 生産・販売者にとっては他社品と
の差別化となり､ 消費者にとっては品質保証の
目印となる利点が感じられた｡ 画像５は粘土細
工の裏にマグネットが付いた雑貨であるが､ こ
のような製品にもロゴが付けられていた｡
価格は､ それぞれ同じ棚に陳列されていた他の
製品と比較し同程度かやや高い設定であった｡
また､ 高級百貨店でものロゴマーク
のついた民芸品や衣料品等が販売されており､
店員だけでなく､ ホテルのフロントやタクシー
運転手にもという言葉は問題なく通じ､
製品が購入できる場所まで案内してもらうこと
ができた｡ このように､ タイにおける
認知度が高い要因として､ タイ国政府商務省国
際貿易振興局チェンマイ事務所トレードコーディ
ネーターの 	
氏によれば､
製品の高品質性や地域貢献を謳った政
府による プロモーションが積極的に行わ
れている点が挙げられる｡
また､ 現地調査を通じて､ プロジェ
クト以外にも以前からタイ王室が主導する

と呼ばれる地方の優れた特産品
を都市部で販売するプロジェクト､ 女性や退役
軍人の生活向上を目的としたプロジェクト､ 国
連主導のプロジェクト等相互扶助の考えに基づ
後 藤 恵 美
――
画像３､ ４､ ５：のロゴマークのついた菓子､ 加工品､ 雑貨 (粘土細工)
出所：すべて筆者撮影
画像６：バンコク市内の百貨店内にある王女様
による地域支援プロジェクトの店舗
出所：筆者撮影
画像７：女性の生活向上プロジェクトの製品
(マグネット)
出所：筆者撮影
いた製品プロジェクトが複数あることが明らか
になった｡
さらに､ 現地でのヒアリング調査協力者に対
し ｢なぜ製品を購入するのか？｣ とい
う問いを投げかけたところ､ その多くが ｢誰か
のために自分ができることをしているだけだ｣
と回答した｡ その際､ ｢タンブン｣ という言葉
が頻繁に使用された｡ タンブンとは ｢喜捨｣ を
意味するタイ語である｡ 喜捨とは､ ｢功徳を積
むため､ あるいは宗教的な戒律にしたがって､
金銭や物品を寺社や困っている人に差し出すこ
と｣ (大辞林) であり､ タイ人の多くが日々の
生活の中でタンブンを実践しているという｡
プロジェクトや 	
のよう
なものが人々の生活に受け入れられる背景には､
タイ人の宗教的観念も影響していることが明ら
かになった｡
②付加価値の高い製品開発を実現する仕組み
次に､ 付加価値の高い製品開発を実現するた
めの仕組みについて､ タイ国政府商務省国際貿
易振興局チェンマイ事務所のトレードコーディ
ネーターである
氏へのヒア
リング調査を行った｡ それによると､ タイには
県すべてに担当者がおり､ 彼らを中
心に地方色が強い貴重な産品や技術の発掘・育
成に取り組む仕組み (図表２) が構築されてい
る｡ さらに､ 県の下にある郡､ タンボン､ 村に
も担当者を置くよう奨励されており､
政府の方針や地域での課題について定期的に討
議する仕組みができている｡ タイ国政府商務省
国際貿易振興局チェンマイ事務所でも､ 管轄内
の生産者を対象とした研修等を実施しており､
特に都市部での販売や輸出に向けたデザインや
サイズ､ 数量の検討､ ギフト仕様化等について
指導を行い､ 品質や納期､ 販売促進に対する意
識向上を図っている｡
画像８は村として有名な､ タワーイ
村 () にある 
 

である｡ 製品の生産に積極的な地域で
は､ このような場を利用して､ 生産者たちの勉
強会や意見交換を行っているそうである｡
また､ バンコクにある 法人 
を訪問し､   !
"#$
"のプログラムマネージャーで
ある %"$&
氏へのヒアリン
グ調査を行った｡ "$&
氏は､ 以前
政府からの補助金を受けタイ東北部にある地域
住民と共同で製品の開発プロジェクト
に取り組んだ経験を持つ｡ "$&
氏
らは､ それまで地域住民に口頭で伝えられてき
た技法やパターンをパソコンを活用してデータ
化するなどして､ 伝統的な染物の技法やデザイ
ンを継承しつつ､ より現代の消費者の生活に取
り入れやすいアイテムを効率よく製造できる仕
組みを構築した｡ 伝統的な機織に固執する地域
住民と､ そのままでは '売れる製品(にはなら
ないという"$&
氏らコンサルタン
ト側との間で生じる軋轢に対し､ 消費者のニー
ズやトレンドを取り入れることの重要性や製品
化のメリットを根気よく説くことで新製品の開
発 を 実 現 し た と い う ｡ 当 時 を 振 り 返 り
"$&
氏は､ 地方の小さなコミュニ
ティの中の住民だけではできないチャレンジも､
部外者であり都市住民である "$&

氏らが入ることで､ かえって実現しやすくなる
地域資源を活用した製品開発と政府・自治体による支援の在り方
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画像８：	
		

出所：筆者撮影
こともあると述べられた｡
③製品の販売・輸出促進のための取
組み
最後に､ 製品の販売・輸出促進のた
めの取組みについて､ タイ国政府商務省国際貿
易振興局チェンマイ事務所では併設のショールー
ムを､ バンコク事務所では併設の展示会場を視
察した｡ 特に優れた製品を選りすぐり展示した
ショールームは常時開放されており､ バイヤー
や生産者などが自由に訪れ､ 手にとって見るこ
とができる｡ またバンコク事務所に併設された
展示会場では頻繁に展示商談会を行うなど､ 生
産者とバイヤーとの橋渡しをしている｡ さらに､
年に数回バンコク市内の巨大展示会場を使って､
国内外のバイヤーや消費者を対象にフェ
アを開催している｡
ショールームや展示会は主にバイヤー向けで
あるが､ バンコクのスワンナプーム国際空港と
チェンマイ空港にショップを常設し､
海外からの訪問客向けにタイの伝統工芸や特産
品を積極的にアピールしている｡ 空港内の
ショップには､ タイのプロジェ
クトを代表するべく品質・デザインともに特に
優れた製品が厳選されて展示販売されており､
価格は決して安くはない｡ しかし､ スワンナプー
ム国際空港内のショップ店員によると､
｢欧米人を中心によく売れている｣ そうである｡
４. 考察
既存研究のレビューと現地調査を終え､ タイ
のプロジェクトが短期間で大きな経済
効果を上げている要因について､ 分析
(環境分析) の手法を用いて分析を行った｡ 図
表３はその結果をまとめたものである｡
はじめに､ プロジェクトを推進する内部環境
における ｢強み｣ としては､ 政府主導によるトッ
プダウンの運営体制が挙げられる｡ 国家プロジェ
クトとして推進されるため､ 中央政府から末端
の生産者グループにまで､ 理念や目標を迅速に
伝達・徹底させることが可能である｡ また､ 末
端まで張り巡らされた伝達網は､ 地方の優れた
製品に関する情報を中央政府に集約さ
せるのにも役立っている｡ さらに､ 法人
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画像９､ ：のショールーム
出所：筆者撮影
画像：スワンナプーム国際空港内ショップ
出所：筆者撮影
や大学といったプロジェクトマネジメント力や
専門知識を有する組織との連携体制が整ってい
る点も強みと言えよう｡ これらの強固なプロジェ
クト運営体制に加え､ タイの人々の生活に根付
いた ｢タンブン (喜捨)｣ の観念も､ タイで
が定着した一つの要因であると考えら
れる｡
反面､ ｢弱み｣ としてはタイにおける政治の
不安定さを指摘することができる｡ 既述のよう
にプロジェクトは年に当時の首相
タクシン氏によって導入されたが､ タクシン氏
失脚後およそ５年で５回の首相交代が起こって
いる同国では､ 首相や政権が代わる度に
プロジェクトへの力の入れ様も変わっ
ているようだ４｡ 現在はタクシン氏の妹にあた
るインラック氏が首相を務め､ プロジェ
クトに再び注力しているようだが､ タクシン時
代 (年２月～年９月) のような勢いは
感じられないとの声もある５｡
また､ 経済性を強く追求してきたことによる
弊害も生まれているという｡ モンコンノラキッ
ト・原田 () は､ 政府主導による強烈なプ
ロジェクト推進がもたらした弊害として､ ①事
業の継続性 (採算性)､ ②地域性・国民性との
ギャップ､ ③製品品質を挙げている｡ 既述のよ
うにタイ政府はプロジェクト開始当初から
製品を紹介する公式ウェブサイトを開
設したり､ 国内のあらゆる場所に販売場所を設
けたりして､ 製品の国内外での消費を
積極的に促してきた｡ ところが､ 製品
の登録件数や売上目標を第一の目標に掲げ､ 地
方からの積極的な参加を強烈にプッシュした結
果､ 製品開発やマーケティングに関する知識の
乏しい地方住民が製品化を急ぐあまり､ 生産コ
ストを下回る利益しか出ない状態での製品化を
行い､ 立ち行かなくなるケースが出てきている
という｡ また､ 地方住民の生産能力を考慮せず
政府が積極的に販路を拡大するあまり､ 一般的
にゆったりしていると言われる地方住民が納期
に追われ､ 嫌気がさしてプロジェクトを中断し
てしまうケースも出てきているという｡ さらに､
厳しい納期やコストダウン､ 類似品との競争に
走るあまり､ なかなか品質が向上しない点も指
摘されている｡
次に､ プロジェクトの急成長を後押しした外
部環境の ｢機会｣ としては､ アジア通貨危機に
よる国内経済低迷と外国人訪問者数の増加の２
点が挙げられる｡ 図表４は		年から年ま
でのタイの
年平均実質成長率を示したグ
ラフである｡ 		年のアジア通貨危機を受け､
タイの成長率は		年に－％､ 		年には
－％と大幅に下落した｡ その後､ 年に
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図表３：プロジェクトの分析 (環境分析)
(１) 内部環境
＜強み () ＞
・政府主導によるトップダウンの運営体制
・､ 大学等との連携
・タンブン (喜捨) の宗教的観念
＜弱み () ＞
・政治不安
・経済性の過剰追求
(２) 外部環境
＜機会 () ＞
・アジア通貨危機による国内経済低迷
・外国人訪問者数の増加
＜脅威 () ＞
・安価な模倣品の流入
・同様のプロジェクトの増加
出所：筆者作成
４ 年から５年間チェンマイのの運営責任者を務めた !"#氏へのメールでの
インタビューより抜粋 (年８月日)
５ 法人$%!､ &'"氏
首相となったタクシン氏は､ 経済振興策の一つ
としてプロジェクトの導入を推し進め
たのであるが､ かつてない程の経済低迷の最中
にあったからこそ､ トップダウンによる急速な
プロジェクト推進を成し得ることができたと考
えられる｡
また､ 世界有数の観光立国であるタイへの外
国人訪問者数の増加も市場拡大の大き
な要因であると考えられる｡ 日本政府観光局の
発表６によると､ 年の日本への外国人訪問
者数はおよそ	万人で世界第		位であったが､
同年のタイへの外国人訪問者数はおよそ

万人で世界第位であった｡ タイの人口はおよ
そ
万人７と日本の約半数であることを考え
るといかに外国人訪問者が多いかが分かる｡ こ
の外国人訪問者をターゲットに､ 国の玄関口で
ある空港をはじめ国中にショップを設
置し､ 販売促進を行っているのだ｡
反面､ プロジェクトの拡大を脅かす
｢脅威｣ となる要因としては､ 安価な模倣品の
流入と同様のプロジェクトの増加の２点を挙げ
ることができる｡ 安価な模倣品の流入について
は､ タイ国政府商務省国際貿易振興局チェンマ
イ事務所トレードコーディネーターの
氏へのインタビュー調査でも指摘さ
れ､ 実際に筆者がバンコク市内のショッ
プと看板を掲げていた店舗へ足を運んだところ､
､ と刻印さ
れた製品が多数販売されていた｡ 店主によれば
｢ショップという看板はあるが､ ここは
(土産物屋) である｣ とのこと
で､ 販売している製品もではないもの
が多いと回答し､ 悪びれた様子も感じられなかっ
た｡
また､ 既述のようにタイにはもともと !"
#と呼ばれる王室主導の製品プロジェク
トが複数存在するのに加え､ 国連や$%等に
よる製品プロジェクトも多数ある｡ それぞれの
プロジェクトで扱われている製品の差別化や売
上金の使途については不明確な部分が多く､ や
や食傷気味な印象を受けた｡ 今後､ 各プロジェ
クトでの製品の差別化が図られず､ 安価な模倣
品が氾濫することが続けば､ 人々の製
品への信頼やブランド力の低下は避けられない
であろう｡
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図表４：タイの年平均実質成長率
出所：'$())*
６ 日本政府観光局 マーケティング・データ +,,---.#..#,#,,/0,0
./"
７ 外務省ＨＰ タイ基礎データ +,,---./..#,/#,,",./"
５. おわりに
アジア通貨危機による国内経済の著しい低迷
が導入のきっかけとなったタイのプロ
ジェクトは､ 地域経済振興という明確な目標の
もと､ 政府主導による強固な運営体制と海外に
向けた新市場創造というマーケティング戦略を
もって短期間の間に大きな経済効果をもたらす
ことができた｡ もちろん､ トップダウンで急速
にプロジェクトを推し進めたことによる様々な
弊害も無視できない事実である｡ しかしそれで
も､ 高い理念と目標を持って国が持つ優れた産
品や伝統文化・技術､ 人材を掘り起こし活用し
ようとするタイ政府に対し､ 国に対する強い誇
りとビジネス・マインドを感じずにはいられな
かった｡
一方､ 日本の場合はというと､ 一村一品運動
の始まりが住民主体の草の根活動であったこと
もあり､ 政府や自治体の関与は低い｡ 一村一品
運動から生まれた様々な製品のプロモーション
も地域住民やせいぜい地方自治体任せであり､
普段我々がそれらの活動や製品について知る機
会は少ない｡ その理由の一つとして､ 一村一品
運動から生まれた製品の多くが全国の道の駅を
中心に販売されているが､ 運動を推進する経済
産業省と道の駅の所管である国土交通省との間
に連携がないことが指摘されている (黒川)｡
しかしながら､ 図表５に示すように､ タイの
プロジェクトの成功要因に当てはめ我
が国の地域資源を活用した製品開発について考
察をしてみると､ 今後の発展に向けた展望を見
出すことができる｡
我が国の地域資源を活用した製品開発の今後
の発展を推進する内部環境の ｢強み｣ としては､
六次産業化・地産地消法が公布され､ 国として
農林水産物の利用を促進していこうという方向
性が定められたこと､ 大学等と地域社会や企業
との連携の促進８､ そして東日本大震災を経験
し､ 地方や地域への人々の関心が一層高まりつ
つある点が挙げられる｡
また､ 地域資源を活用した製品開発の今後の
発展を後押しする外部環境の ｢機会｣ としては､
農林水産物流通のグローバル化に直面し､ かつ
てない程に高まりを見せる我が国の農林漁業へ
の関心や期待､ 危機感を挙げることができる｡
また､ 観光立国を目指し訪日外国人増加に向け
た積極的な働きかけも挙げられる｡
図表５で示したように､ 地域資源を活用した
製品開発の更なる発展のためのタイミング・環
境は満たされている｡ 不足しているのは､ 国民・
住民への明確なメッセージの発信と､ 各省庁や
地域資源を活用した製品開発と政府・自治体による支援の在り方
－タイにおける一村一品運動 (プロジェクト) の事例－
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図表５：地域資源を活用した製品開発の環境分析
(１) 内部環境＜強み (	

)＞
タイ 日本
・政府主導によるトップダウンの運営体制
・､ 大学等との連携
・タンブン (喜捨) の宗教的観念
・六次産業化・地産地消法の制定
・産学官連携の促進
・地方や地域への関心の高まり
(２) 外部環境＜機会 (

)＞
タイ 日本
・アジア通貨危機による国内経済低迷
・外国人訪問者数の増加
・農林水産物流通のグローバル化
・外国人訪問者数の増加
出所：筆者作成
８ 文部科学省中央教育審議会大学分化会大学教育部会 ｢予測困難な時代において､ 生涯学び続け､ 主体的に考える
力を育成する大学へ (審議まとめ)｣､ 平成年３月日
地方自治体､ 各種団体・組合､ 大学等を巻き込
んだ運営体制の構築､ 国民や住民が地域の特産
品や伝統文化・技術に触れ､ 身近に消費できる
機会の提供､ 訪日外国人や海外に向けた新規マー
ケットの開拓であり､ 政府や自治体にはそういっ
た側面でのリーダーシップや支援を望みたい｡
同時に､ まずは地域に根ざした大学の役割とし
て､ 専門知識や技術の積極的な提供・共創を銘
肝し､ 今後も地域資源を活用した製品開発の実
践に取り組んでいく所存である｡
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